
独立行政法人海技教育機構（法人番号6080005003150）の役職員の報酬・給与等について（令和６年度）

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ② 令和６年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和６年度における改定内容

当法人は、船舶の運航に関する学術及び技能を教授し、並びに航海訓練を行うこと等により、船員の養
成及び資質の向上を図り、もって安定的かつ安全な海上輸送の確保を図ることを目的とし、主要事業とし
て、①船員になろうとする者に対する資格教育及び船員に対する実務教育、②船舶運航及び航海訓練に
関する研究、③海技教育の知見の普及・活用を行う法人である。その業務内容に鑑み、役員報酬の水準
については、独立行政法人通則法第50条の2第3項の規定の趣旨を踏まえ、国の職員に適用される一般
職の職員の給与に関する法律の指定職俸給や、類似事業を実施し、常勤職員数（当法人542人（令和6年
4月1日現在））で比較的同等と認められる国立大学法人東京海洋大学を参考に、役員の職責と当法人の
業務の実績を勘案して設定している。また、当法人と同地域に所在する国立大学法人横浜国立大学、神
奈川県職種別民間給与実態調査の給与水準についても参考としている。

① 国立大学法人東京海洋大学（令和5年度）
当該法人は、海洋を巡る学問及び科学技術に係わる基礎的・応用的教育研究を行う海洋系大学である。
（常勤職員数473人（令和6年5月1日現在））。公表資料によれば、法人の長の年間報酬額は19,796千円
である。また、理事については平均16,491千円である。

② 国立大学法人横浜国立大学（令和5年度）

法人の長年間報酬額 18,507千円。 理事年間報酬額 平均14,651千円。

③ 神奈川県職種別民間給与実態調査（令和6年度）

決まって支給する給与 大学学長・副学長・学部長 1,086,715円

勤勉手当において、勤勉手当基準額に当該役員の勤務実績及び業務評価の結果を勘案して
決定した割合を乗じて支給している。

法人の長、理事及び監事の役員報酬支給基準は、独立行政法人海技教育機構

役員報酬規程（以下「役員報酬規程」という。）に則り、月額及び期末・勤勉手当から

構成されている。
月額については、俸給（理事長：979,000円、理事：716,000円から772,000円まで

の範囲内で理事長が決定する額、監事683,000円）に地域手当、通勤手当、単身赴
任手当を加算して算出している。

期末手当についても、役員報酬規程に則り、基準額（俸給＋地域手当＋俸給
×100分の25＋（俸給＋地域手当）☓100分の20）に6月に支給する場合においては
100分の65、12月に支給する場合においては100分の67.5を乗じ、さらに基準日以
前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額として
いる。

勤勉手当の額は、基準額（期末手当に同じ）に当該役員の勤務実績及び業績評
価の結果を勘案し別に定める割合を乗じ、さらに基準日以前6箇月以内の期間にお
けるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

なお、令和6年度では、給与法指定職の改正（令和6年法律第72号）に準拠した俸

給の引上げ（月額8,000円～11,000円）及び期末手当・勤勉手当の支給率の引上げ

（年間0.05か月分）を実施した。

非常勤監事の役員報酬支給基準は、役員報酬規程に則り、非常勤役員手当とし
て月額250,000円が支給される。

なお、令和6年度では、給与法指定職の改正（令和6年法律第72号）に準拠した非
常勤役員手当の引き上げ（月額2,000円）を実施した。



２　役員の報酬等の支給状況
令和６年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

19,537 11,748 5,546
1,880

363
（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

15,318 9,264 4,373
1,482

198
（地域手当）
（通勤手当）

※

千円 千円 千円 千円

4,490 2,148 1,999 344 （地域手当） 6月30日 ◇

千円 千円 千円 千円

10,167 6,444 2,118
1,289

317
（地域手当）
（通勤手当）

7月1日 ◇

千円 千円 千円 千円

14,719 8,592 4,056
1,375

48
648

（地域手当）
（通勤手当）
（単身赴任手
当）

※

千円 千円 千円 千円

14,358 8,592 4,056
1,375

335
（地域手当）
（通勤手当）

4月1日 ◇

千円 千円 千円 千円

13,572 8,196 3,869
1,311

195
（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

3,000 3,000
（　　　　）

注１：「地域手当」とは、民間の賃金水準が高い地域に在勤する役員に支給しているものである。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注３：数値に関しては四捨五入のため総額が一致しない場合がある。

C理事

A監事

法人の長

A理事

B理事

前職
その他（内容）

就任・退任の状況
役名

B監事
（非常勤）

D理事

E理事



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】

　法人の長

　理事

　監事

　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

当法人の主要事業は、①船員になろうとする者に対する資格教育及び船員に対す

る実務教育、②船舶運航及び航海訓練に関する研究、③海技教育の知見の普及・

活用である。その役員報酬水準については、Ⅰ-1-①で記載したとおり、国家公務員

指定職俸給表を参考に、役員の職責と当法人の業務の実績を勘案して設定しており、

法人の代表者である理事長については、指定職俸給表の5号俸（局長級）相当、理

事については同俸給表の1号俸及び2号俸相当を参考としている。

指定職俸給表 5号俸 979,000円

指定職俸給表 2号俸 772,000円 同1号俸 716,000円

上記俸給水準は、教育、研究両面に精通した人材を登用するため、類似事業を実

施している国立大学法人東京海洋大学（常勤職員数473人（令和6年5月1日現在））

の水準との比較においても妥当である。

東京海洋大学役員報酬月額 学長979,000円、 理事716,000円から829,000円ま

での範囲内で学長が決定する額

独立行政法人の監事については、独立行政法人通則法により規定されて
いるところ、監事の業務については、組織により異なるので、報酬の妥当性
を検証する際には、同じ独立行政法人内での比較が適切だと考えられる。
国土交通省所管の独立行政法人の平均役員報酬年額を推計したところ、
監事については14,104千円、非常勤監事については2,935千円であった。
ついては、当機構の監事・非常勤監事の報酬水準は、妥当である。

当該法人の目的は、船員及び船員となろうとする者に対し船舶の運航に関

する学術及び技能を教授し、並びに航海訓練を行うこと等により、船員の養成

及び資質の向上を図り、もって安定的かつ安全な海上輸送の確保を図ること

である。

その業務内容に鑑みれば、Ⅰ－１－①で示された役員報酬水準の設定の考

え方は、類似事業を行う機関を参考に、その職責を踏まえて定められており、

適当である。

また、Ⅰ－2の報酬実績は報酬水準の設定の考え方に即しており、法人の実

績評価結果に鑑みても、法人の検証結果は適当である。



４　役員の退職手当の支給状況（令和６年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

監事

法人の長

理事

法人での在職期間

判断理由

該当者なし

当法人においては、勤勉手当において、勤勉手当基準額に当該役員の勤務実績及び業務
評価の結果を勘案して決定した割合を乗じて支給している。今後も継続していく予定である。



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

当法人は、船舶の運航に関する学術及び技能を教授し、並びに航海訓練を行うこと等により、船員
の養成及び資質の向上を図り、もって安定的かつ安全な海上輸送の確保を図ることを目的とし、主要
事業として、①船員になろうとする者に対する資格教育及び船員に対する実務教育、②船舶運航及
び航海訓練に関する研究、③海技教育の知見の普及・活用を行う法人である。これらの業務は、その
規模やコスト等に鑑みて国に準ずる主体が行うべきものとされており、公益性が高いものとなっている。

このため、職員の給与水準については、独立行政法人通則法第50条の10第3項の規定の趣旨を踏
まえ、国家公務員の給与水準を十分考慮し、手当を含め職員給与の在り方について国に準じて決定
することとしている。

また、類似事業を実施し、常勤職員数（当法人542人（令和6年4月1日現在））で比較的同等と認め
られる国立大学法人東京海洋大学及び当法人と同地域に所在する国立大学法人横浜国立大学、
神奈川県職種別民間給与実態調査の給与水準についても参考としている。

当法人においては、平成29年10月より国家公務員の人事評価制度に準拠した評価制度を導入し、
昇格・昇給の実施及び勤勉手当の支給に反映している。

独立行政法人海技教育機構職員給与規程に則り、俸給及び諸手当（俸給の調整額、管理職手
当、初任給調整手当、扶養手当、地域手当、広域異動手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手
当、高所作業手当、実習授業手当、超過勤務手当、休日給、夜勤手当、宿日直手当、管理職員
特別勤務手当、食料金、期末手当、勤勉手当及び寒冷地手当）としている。

期末手当については、期末手当基準額（俸給＋俸給の調整額＋扶養手当＋地域手当＋広域

異動手当＋役職段階別加算額（職務の級に応じた加算額）＋管理職加算額（管理職員に対する

加算額）） に6月に支給する場合においては100分の122.5、12月に支給する場合においては100

分の127.5を乗じ、さらに基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合

を乗じて得た額としている。（乗じる率は一般の職員に適用されるものであり、一部職員には異なる

率が適用される。）

勤勉手当については、勤勉手当基準額（俸給＋俸給の調整額＋地域手当＋広域異動手当＋
役職段階別加算額＋管理職加算額） に個々の勤務成績に応じて別途定める割合を乗じ、さらに
基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

① 国立大学法人東京海洋大学（令和5年度）
当該法人は、海洋を巡る学問及び科学技術に係わる基礎的・応用的教育研究を行う海洋系大学である。
（常勤職員数473人（令和6年5月1日現在））。公表資料によると、常勤職員の年間平均給与額は8,649千円
である。
職種別では、事務・技術が平均6,705千円、教育職種（大学教員）平均10,709千円、
海事職種平均8,767千円、 海技職種平均6,423千円である。

② 国立大学法人横浜国立大学（令和5年度）

常勤職員の年間平均給与額は8,764千円。事務・技術平均6,495千円。

教育職種（大学教員）平均10,532千円。

③ 神奈川県職種別民間給与実態調査（令和6年度）

決まって支給する給与

事務課長代理 566,945円、事務係長495,643円、事務係員374,721円



　④　 給与制度の令和６年度における主な改定内容

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

382 42.5 7,903 5,679 48 2,224
人 歳 千円 千円 千円 千円

47 39.9 6,488 4,737 151 1,751
人 歳 千円 千円 千円 千円

48 45.3 9,627 6,876 129 2,751
人 歳 千円 千円 千円 千円

52 47.8 8,124 5,985 64 2,139
人 歳 千円 千円 千円 千円

85 40.4 9,068 6,417 17 2,651
人 歳 千円 千円 千円 千円

150 41.8 7,059 5,068 2 1,991

人 歳 千円 千円 千円 千円

17 62.7 5,581 4,626 18 955
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 62.8 5,455 4,557 52 898
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 63 6,453 5,317 0 1,136
人 歳 千円 千円 千円 千円

7 62.5 5,190 4,290 0 900

人 歳 千円 千円 千円 千円

16 52.8 4,119 3,052 79 1,067
人 歳 千円 千円 千円 千円

16 52.8 4,119 3,052 79 1,067

注1：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注2：在外職員、任期付職員の区分については、該当者が無いため省略。
注3：「年間給与額」は、時間外手当を除く給与の額
注4：常勤職員及び再任用職員の「教育職種（教授・准教授等）」は「本部及び海技大学校に勤務する校長、教授、准
　　　教授、講師、助教等」を、「教育職種（船員教育高等学校教員等）」は、「海上技術短期大学校、海上技術学校等
　　　に勤務する校長、副校長、教諭等」を、「海技職（一）」は「航海士・機関士・通信士・事務員等」を、「海技職（二）」
　　　は「甲板員・機関員・司厨員等」を指す。
注5：再任用職員の事務については、該当者が1名のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
      区分以外は記載せず、再任用職員全体の数値からも除外している。
注6：常勤職員の研究職種、医療職種及び教育職種（高等専門学校教員）、再任用職員の研究職種、医療職種、
　　　教育職種（高等専門学校教員）及び教育職種（教授・准教授等）、非常勤職員の研究職種、医療職種及び

　　　教育職種については、該当者が無いため省略。

非常勤職員

事務・技術

海技職（一）

海技職（二）

常勤職員

事務・技術

海技職（二）

うち賞与

教育職種
（船員教育高等学校教員等）

再任用職員

令和６年度の年間給与額（平均）

総額
人員 平均年齢区分

教育職種
（船員教育高等学校教員等）

海技職（一）

事務・技術

 教育職種（教授・准教授等）

うち所定内

一般職給与法が適用される国家公務員の給与改定を踏まえ、当該改正（令和6年法律第72号）に
準じて、4月1日から、①初任給を始め若年層に特に重点を置いた全俸給表の引上げ改定（平均改定
率2.76%）（大卒初任給については14.0%引上げ）、②寒冷地手当の月額11.3%引上げ、③期末手当・
勤勉手当の支給率について、平均0.10月分の引上げを実施した。



②

注1：①の年間給与額から通勤手当等を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注2：年齢28～31歳、36～39歳、40～43歳、44～47歳及び52～55歳の該当者は4人以下であるため、当該個人に関する

　　　情報が特定されるおそれがあることから、第1・第3四分位折れ線を表示していない。

③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

　代表的職位

　　　・本部部長 2 - - - -

　　　・本部課長補佐 4 46.3 7,668 - -

　　　・本部係長 5 44.5 6,607 7,674 5,727

　　　・本部係員 10 31.0 4,769 5,356 4,022

　　　・地方部長 1 - - - -

　　　・地方課長 5 54.3 8,503 9,443 7,478

　　　・地方課長補佐 5 49.3 7,203 7,657 6,665

　　　・地方係長 4 40.0 6,212 - -

　　　・地方係員 11 27.4 4,644 5,679 3,843

注１：本部部長及び地方部長は該当者が2人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、

　　  平均年齢及び年間給与の平均額については記載していない。

注２：本部課長補佐及び地方係長は該当者が４人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあること

　　　から、最高給与額及び最低給与額は記載していない。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員）〔再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕

職位別年間給与の分布状況

年間給与額

最高～最低
人員 平均年齢

分布状況を示すグルー
プ

千円

0

2

4

6

8

10

12

14

16

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

２０－２３歳２４－２７歳２８－３１歳３２－３５歳３６－３９歳４０－４３歳４４－４７歳４８－５１歳５２－５５歳５６－５９歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（事務・技術職員）

千

人
千円

年間給与の分布状況（事務・技術職員）

千

人
千円



④

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

53.2 53.5 53.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

46.8 46.5 46.7

％ ％ ％

         最高～最低 55.4～43.4 52.4～42.8 53.9～43.7

％ ％ ％

54.5 53.9 54.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

45.5 46.1 45.8

％ ％ ％

         最高～最低 51.1～32.5 51.1～41.9 51.1～39.4

賞与（令和６年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員



３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

対国家公務員
指数の状況

（主務大臣の検証結果）
　当該法人の目的は、船員及び船員となろうとする者に対し船舶の運航に
関する学術及び技能を教授し、並びに航海訓練を行うこと等により、船員の
養成及び資質の向上を図り、もって安定的かつ安全な海上輸送の確保を
図ることである。
　その業務内容に鑑みれば、Ⅱ-１-①に示された給与水準の設定の考え
方は国家公務員の給与水準を踏まえて定められており、適当である。
　また、Ⅱ-２の給与実績は給与水準の設定の考え方に即しており、法人の
検証結果は適当である。

　給与水準の妥当性の
　検証

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　74.1％】
（国からの財政支出額　6,509,868千円、支出予算の総額　8,782,442千円：
令和6年度予算
【累積欠損額　なし（令和5年度決算）】
【管理職の割合　13.0％（常勤職員数46名中6名）】
【大卒以上の高学歴者の割合　56.5％（常勤職員数46名中26名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合　50.2％】
（支出総額　8,378,315千円、給与・報酬等支給総額　4,212,023千円：令和
5年度決算）

【民間事業者との給与水準の比較（時間外手当、通勤手当を除く）
民間事務係長428,098円、当機構係長388,466円
民間事務係員319,973円、当機構係員293,005円】

※令和6年度職種別民間給与実態調査（人事院）における規模500人以上
の事務年齢階層別平均支給額より算出

引き続き、国に準じて適正な給与水準の維持が図られるよう取組む。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

講ずる措置

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　 　９７．５

指数の算出方法により指数が高くなっている理由
【年齢・地域・学歴を勘案した影響】
　全国規模の人事異動を実施しているため、借家に居住している職員が多
く、住居手当の受給率が高くなっている。
[住居手当支給対象者の割合]
　　当法人：47.8％　　国：29.5％

※令和6年度国家公務員給与等実態調査（人事院）における行政職俸給
表（一）の適用者より算出

内容

・年齢・地域勘案　　　　　　 　　　９９．８

項目

・年齢・地域・学歴勘案　　 　   １００．４

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　　９６．６

（法人の検証結果）
当法人の主要事業は①船員になろうとする者に対する資格教育及び船員
に対する実務教育、②船舶運航及び航海訓練に関する研究、③海技教育
の知見の普及・活用であるが、これらの業務は、その規模やコスト等に鑑み
て国に準ずる主体が行うべきものとされており、公益性が高いことに鑑み、
職員の給与水準は、Ⅱ－１－①で記載したとおり、国家公務員の給与水準
に準じて設定しており、適当である。Ⅱ-2の結果は、Ⅱ-1-①の考え方に即
した給与実績となっており、国家公務員との相違は上述のとおり、主に住居
手当の割合によるものであり、民間事業者との比較においても上述のとおり
妥当である。



４　モデル給与
　（扶養親族がいない場合）

※　扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者6,500円、子１人につき10,000円）を支給

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

○50歳（本部課長補佐）
月額　441,400円　年間給与　7,491,000円

○22歳（大卒初任給）
月額　213,600円　年間給与　3,529,000円
○35歳（本部係長）
月額　332,000円　年間給与　5,560,000円

平成29年10月より国家公務員の人事評価制度に準拠した評価制度を導入し、昇格・昇給の実施
及び勤勉手当の支給に反映することとしている。今後も国家公務員の人事評価制度を考慮した上で
継続する。



Ⅲ　総人件費について

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円

(Ｄ) 662,657 685,392 664,079 707,676
千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

注：中期目標管理法人のため中期目標期間の開始年度分から当年度分までを記載している。

総人件費について参考となる事項

　

Ⅳ　定年制度及び60歳以上の職員の給与制度

事務職員の定年年齢は、満60歳であり、

定年による退職日は、定年年齢に達した日以後の最初の３月３１日である。

Ⅴ　その他

特になし

437,531 171,661 367,706

4,212,023 4,288,293

5,231,921 5,574,1515,502,9005,584,615

退職手当支給額

福利厚生費

最広義人件費

非常勤役職員等給与
163,137 168,786 184,158 210,476

426,075

区　　分

「給与、報酬等支給額」及び「最広義人件費」の増減要因
　
・「給与、報酬等支給総額」対前年度比　　1.81%増
　国家公務員給与法の改正に準拠した俸給及び勤勉手当支給割合の引上げの給与規程改
正を行ったこと等による。
　増加率が給与法改正内容に比べ低い理由は、給与支給対象者となる職員数が減少（令和5
年4月1日時点553名、令和6年4月1日時点542名）したことによる影響だと考える。

・「最広義人件費」対前年度比　　6.54%増
　上記による給与、報酬等支給総額の増加に加え、退職手当支給件数の増加（令和5年度31
名、令和6年度43名）等による。

給与、報酬等支給総額
4,332,746 4,211,191


